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一　問題へのアプローチの方法
　今日，わが国の地方自治が当面している問題は極めて多くかつ重大なものがある。その最大の課題は何
んといっても新しい中央集権化（New　Centralization）という言葉によっ（代表されている社会，経済，
文化の各領域にわたる国全体を通しての行政関係の画一化，水準化を実現するために地方自治体の行政に
対して中央政府の統制が増加しているという事である。この意味においての地方財政上の中央統制の一環
として存在しているものが国庫補助金制度である。それは地方の行政事務を国の定める企画と水準にマッ
チさせるために中央が地方自治体に資金を交付しその使途を監督するものであり，その目的は国の欲する
方向に地方自治体の行政事務を機能せしめるものであるといえる。本稿においてはこの国庫補助金制度を
テーマとするわけであるが，この問題に対して如何なる角度からアプローチするか。それには財政学的方
法と行政学的方法と行政法学的方法とがある。それらが補助金問題を見る視角として財政学的方法にあっ
ては，国庫補助金が何故に現代の地方自治において必要であるか，そしてそれは如何なる形態において機
能するのが合理的であるかを国家経済的側面より考察するものであり，行政学的方法は，国庫補助金制度
の具体的運用にあたって，それが現代の地方自治にもたらしている意義すなわち統治構造の中に現象す
る行政過程，あるいは政策形成に関心を寄せるものであり，行政法学的方法では国庫補助金制度の運用の
適法性という法的側面，つまり制度運用にあたっての「法律による行政」からの監視といった視角から，問
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題に対する発想がなされるものである1）。国庫補助金問題の全体は，この三つのアプローチの総合によっ
て解明される事が期待されるのであるが，本稿においてはその様な事はよくなし得るところではない。し
たがって，ここでは国庫補助金制度の具体的運用が意味するもの，すなわち補助金行政と法律の現実的関
係を考察する事を本稿の主たる目的としたい。この事は多分に行政学的方法によるアプローチであるが，
国庫補助金制度の「法律による行政の原理」からの検討をなすためには，この事をさきに検討しなければ
問題の核心に入れないように思われるからである。なお現在，国庫補助金という用語は，法令上また予算
上極めて多義的に用いられているが，本稿で扱う国庫補助金の意味は，その使途が専ら地方自治体の自主
的判断に委ねられた地方交付税についてではなく，その使途が国によって特定さてている資金の意味に限
定し，特にこれらの中で金額および件数の大きい負担金と奨励的補助金を問題とする。
二　国庫補助金制度の法律の根拠とその目的
　（1）地方財政制度の根本原則と補助金行政との関係
　まず初めに現代の地方財政制度は，如何なる形態をとっているかを検討する。わが国の地方財政に関し
て，一般的な根拠を定めているのは地方財政法であるが，それによると第9条において「地方公共団体の
機関の事務を行なうために要する経費については，当該地方公共団体が全額これを負担する」として，地
方財政の根本原則としては，地方自治体の事務と法律に定められているものに関しては，その経費を自治
体の自主財源（地方交付税を含む）でまかなうものとし，地方財政の国からの独立を明記しているのであ
る。そして，その但書において地方財政を援助するという意味で，例外としての負担金と奨励的補助金に
ついて規定する。それは次の如くである。
　　（a）普通経費に対する負担金（同法10条）
　「地方自治体が法令に基いて実施する事務であって，国と地方自治体相互の利害に関係する事務のうち
その円滑な運営を期するため，国が進んで経費を負担する必要のあるもの」として26の項目をあげ義務教
育関係，生活保護関係，環境衛生関係，産業関係，文教関係などの地方行政事務に関して国は必要に応じ
て，その経費の全額または一部を補助できる事を規定する。
　　（b）公共事業費負担金（同法10条の2）
　「地方自治体を国民経済に適合するように，総合的に樹立された計画にしたがって，実施しなければな
らない法律または政令で定める土木，建設事業」に関して7個の項目をかかげ，国は都市計画関係，失業
対策関係などに対して必要に応じて，その経費の全額および一部を負担する事ができることになってい
るo
　　（c）災重事業負担金（同法10条の3）
　「地方自治体が実施しなければならない法律，又は政令で定る災害にかかめわる事務で地方税，地方交
付税によっては財政需要に適令した財源を与える事が困難なもの」として8項目をかかげ，災害後旧費の
全額または一部を国が補助する事ができることを定めている。
　　（d）奨励的補助金（同法16条）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－208一
　「国がその施策を行なうため，特別の必要を認めるとき，又は地方自治体が財政上特別の必要があると
きに交付されるもの」として，例えぽ産業，交化の振興，公衆衛生の向上などのために国が地方自治体に
対して奨励，促進的な意味で補助金を交付しうるものとして規定している2｝。
　このように地方財政法にあっては，その基本原則としては国費，地方費の負担区分を明らかにして，地
方行政の事務に要する経費は地方税，地方交付税からまかなうものとし，地方財政の国からの独立性を重
んずる建前になっているのであって，補助金行政はこのような地方財政制度の中にあっては例外的な立場
を占めているものといえる。そこでこの原則が制度運用の実際にあって，如何なる形態で作用しているか
を検討しなければならないのであるが，その前にこの国庫補助金制度がもつ目的の意義の解明を行なわな
ければならない。なぜならば補助金制度の目的を明らかにしなければ，制度運用の現実が現代の地方自治
にもたらしている意味を把握し得ないからである。
　（2）補助金制度の目的
　わが国の地方財政制度に，補助金行政を規定せしめた目的は，一つにはわが国の伝来的な官僚行政を好
む気風と地方自治体の自治能力に対する不信から，補助金制度という財政上の中央統制手段を通して地方
自治体を支配しようとするものであると指摘されているが3），その事は別として，補助金行政の目的とす
るところは地方自治体の財政力の能率的強化をはかろうとするところにある。すなわち補助金行政を地
方財政制度の中に制度化したのは，単なる官僚的支配を好む気風以外に，それだけの財政上の理論的根拠
があるといわなければならないのである。ヒの理論的根拠は近代的地方自治理論における，国家の役割に
ついての認識に求められる。つまり現代の地方自治にあっては，従来の地方自治の伝統的な意味での国家
権力から相対的に独立の，しかも国家権力を制限するものとしての「地方自治」という観念は，無意味な
ものとなっているのであって，中央と地方との関係は対立的な関係というよりは，むしろ協力的な関係と
して認識されている％すなわち現代にあっては，地方自治を古典的なレッセ・フエールの形で今日維持
できると考えるのは，アナクロリズムのそしりは免がれえないし，また地方自治を中央対地方という固定
的な対立観念でのみ割りきって，地方分権があたかも，民主主義推進の唯一の方法と決める事は必ずしも
正当とはいえないのである5，。この点について，地方自治政の母国といわれるイギリスの例を参照するに
H・ファイナーは「中央政府と地方自治体は，一つの統治構造の一部および一区画をなすものでありそ
してその両立の関係は一つの突極の目的をもつ，一つの有機体であり，目的達成のため統合された体制
内における協力関係（partnership）であり，共働関係（collaboration）である」とする6，。つまり現代の
地方自治にあっては，中央と地方との関係は従来のように対立的な関係ではなく，両立が一個の高いレベ
ルにおいて統合された統治機構の中での関係であるとするのである。しかし「この事は決して地方自治体
が，まったく自治的機能を失った事を意味するものはもなければ，また地方自治体の存在の意義が統合さ
れたものの中での，共働関係にのみあるという事を意味するものでもない」「地方自治体は自治的機能を
持ってはいるが，それは極めて僅かであり，また重要なものでもない。……つまり地方自治体は一つの有
機体の細胞（cells　in　living　organism）でしかすぎないのである」したがって「現代の地方自治体とは，
一つの政治的構造，つまり広大かつ重要な機能主体（acorpus　of　functions）tlこおいて統合された諸部分
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なのである。地方自治体は，この脈絡を離れては実際には，何らの機能も目的も有しない7）」このように
H・ファイナーは，地方自治体の目的と機能とは，国家から独立したものとしての存在は許されず，地方
自治体の行なう行政は，一つの究極の目的に統合されていると認識している8｝。以上のように地方自治の
観念を理解した場合，地方財政に関して国が地方自治体の財政を「一つの究極の目的に統合するために」
監督する必要があるわけであり・この必要性に資するものが，国が地方自治体に資金を交付する補助金行
政なのである・H・ファイナーは・この補助金行政の目的を次のように説明する。r中央統制が議会によ
ってなされる国庫補助金に，強く結びついている。しかしこの補助金は主として，中央機関に対して地方
自治体への監督権の強さを保障するために与えられたものではない。国庫補助金は地方税制の不平等を緩
和するためにあるのであり，かつ地方自治体をして，その行政事務を国民最低基準（national　minimum
standard）において維持させるためにあるのである9）」この意味からすれば，補助金行政の目的とすると
ころは，国全体のバランスのとれた発展を期するため，弱体地方自治体の補強として凸凹な財政力の相違
を調整し，地方自治体相互間の財政能力の格差の是正をはかる事と政策を重点的に実施するために，自治
体行政に中央の財政上の影響を与える事であるといえる10）。したがって，わが国の地方財政制度において
負担金および奨励的補助金が規定されている事が意味するものは，基本的には，地方自治体の行政は自主
財源でまかなうのを建前としながら，地方自治体の財政能力のアンバランスをカパーするために，地方交
付税以外の方法でより確実に財政的援助を行なう事を目的とするものであり，また地方自治体に対して，
政策として必要を行なわしめる場合，その費用を補助する事を目的とするものである。この事は地方自治
体の行政能力の能率的強化をはかるものであり，近代的な地方自治理論の立場からすれば，この事は国家
的官僚権力の監督の現われであると規定する事は，一概にはできないものをもっている。しかるにこの補
助金行政の実際の運用にあたっては，その制度の趣旨から離れた形で機能するものではないのかと指摘さ
れている。つまり補助金行政を通しての財政上の近代的中央統制は，必ずしも地方財政の合理的調整への
まっすぐな心地よいレールを同意し，そのレールに従って機能しているのではなくして，実際には地方自
治体の財政上の弱体の補強を口実として，地方自治体の国家的官僚統制を行ない，近代的意味での地方自
治理論における「中央と地方との協力体制」とはいえない中央政府の地方自治体への一方的支配と地方自
治体と中央政府依存体制を，国庫補助金制度の中に樹立してしまったのではないかという事である1n。
　以下，この補助金行政が如何なる形態において運用され，それが意味するものは何であるかを検討して
見たい。
三　制度運用の実態のもの意味
　（1）補助金行政の過度な運用．
甑前に述べたように，わが国の地方財政制度の基本的なあり方として，地方財政法は第9条において地方
自治体に要する経費は，全額地方自治体が負担するという原則を規定し，そしてその例外規定として，但
書を設け第10条・一第10条の3および第16条の負担金および補助金を通して地方財政を援助し，地方自治体
の行政能力の能率的強化をはかろうとする法制度になっている。したがって地方財政法の建前からすれば
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この補助金制度はあくまでも例外であり，例外規定という場合には，それはあくまでも原則に対する例外
であらねばならないのである。しかるに第9条の全額負担主義の例外にあたる第10条～第10条の3および
第16条の運用の実態を見ると，現状ではこれらの例外規定の適用が，むしろ実情であり，この意味におい
て原則と例外とが逆転しているといわなければならない12｝。具体的な数字をあげれば次の如くである。
　国の昭和39年度の一般会計予算において，国庫補助金としての支出は7，704億円であり，これは予算総
額の23．7％を占めており，これに特別会計予算に計上されている国庫補助金（地方交付税は除く）を加え
ると9，796億円という巨額に建するものであり，これは地方自治体に対しての一般財源付与としての性格
を有する地方交付税の6，667億円を，はるかに上まわるものとなっている。一方，これを地方自治体の側
から見れば，昭和39年度に地方自治体は国の特別会計からのをも含めて，7，069億円の国庫補助金を受け
ている。これは地方自治体の終予算額の2兆9，829億円の23．7％を占めており，そして，それは地方自
治体の自主財源たる地方税収入の1兆O，　567億円の36．4％に次ぐ大きな歳入項目となっている。これは地
方交付税の5，　183億円の17．4％を上まわるものであって，国から交付される特定財源たる国庫補助金の方
が，同じく国から交付される地方自治体の一般財源たる地方交付税よりも多い事を示している。
　このように補助金の国≧，地方自治体の財政において占める地位は極めて高いものとなっており，この
事は補助金行政の過度の運用といえると思う。しかも，それはさらに一貫して増加する傾向にあるのであ
る。例えば，昭和31年度以降，地方自治体の歳入総額を占める国庫補助金（地方交付税を除く）の割合は
23％ないし24％のところを上下しており，歳入の増加と同一の歩調で，金額の点で増加しつつあるのであ
る。一方これを件数の点から見れば，昭和31年度の一般会計予算では，国庫補助金の件数は611件であっ
たが昭和38年度のそれでは971件と上昇しており60％近い増加率を示しているのである。このように国庫
補助金は地方財政法上においては，例外規定としての補助的な立場にあるにも拘らず，現実の制度運用に
あたっては国の財政においても，地方自治体の財政においても，全額的に極めて大きいものとなり，また
予算において占めるパーセソテイジも高いものであり，それは過去からの趨勢に乗って，今後とも質量と
もに一層増加の道をたどって行くものと考えられている13，。このような事態，すなわち地方自治体の行政
事務に要する経費は，全額地方自治体が負担するという基本原則をないがしろにしている事態を惹起せし
めた理由は別として，この補助金行政の過度の運用は地方自治に対して，如何なる意味を与えているもの
であるか。こうした補助金行政の過度の運用は，わが国だけに見られる現象ではなく中央と地方との
partnershipの模範であるかの如くいわれている，イギリスにおいても生じているのであって，その事を
イギリスにあっては如何に評価しているかを参照して見る。たしかにイギリスの財政上の中央統制はわが
国の場合と異なって，それを歴史的に見るならば「国民最低基準」（national　minimum　standard）を手
がかりとして救貧，衛生，道路，運輸，警察等の行政の水準化を目ざして頂点からではなく底辺，特に首
都ロンドンの都市問題をめぐる構想の中で展開せられていくのであり，またイギリスの伝統的な官僚統制
に対する根づよい反擾とか，さらに労働者階級の巨大な成長が官僚主義を批判している事に注意する以
上・イギリスの補助金行政は福祉国家の観念からくるナショナル・ミニマムの維持を手がかりとしての中
央集権と地方分権の有機的結合の道具としてある程度把握されているものである。この事は，明らかにわ
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が国の場合において財政上の中央統制が「中央に直結する地方政治」というスローガンの下で，地方行政
を行なおうとする社会的現実において見られる，下からのナショナル・ミニマムではなくして，上からの
ナショナル・ミニマム，下からの福祉国家ではなくして上からの福祉国家が唱導されている現実とは，明
白に異なるものであるm。しかし，それにも拘らずイギリスにあっても，この補助金行政の過度の運用は
国家的官僚統制に結びつくものとして認識されている。例えばW・ロブソンのいうところを引用すると
「ひそかに地方自治をそこなう中央集権化の傾向は，次の諸々の形をとるであろう。まず第一の形態は地
方自治体より政府の各省，　または他の同様な機関への行政機能の移管（Straightforward　transfer　of
functionS）である。これは民間飛行場，幹線道路，病院，公共扶助および地方税賦課財産の評価などに
ついて生じた。第二の形態は，中央統制の程度はさまざまであれ種々の行政事務や事業を特殊な団体（ad
hoc　bodies）に移管するという形で行なわれた。これは道路，ガス，電力の供給およびその他の公益事業
の場合に認められる。さらに，いま一つの形態は地方自治体に対する財政を通しての中央統制の増加であ
るが，これには多くの実例がある。1929年の包括交付金（Bloc　Grand）の採用の際に厚生大臣には地方
自治体の経費が財源，その他の事情に鑑みて過大であると考えた場合には，交付金を減額しうる権限が付
与されるとの条項がついていた（地方自治法104条）。同法は公衆衛生および道路行政の全分野にわたっ
て，政府に新らたに広汎な権限を与えたのである。すなわち地方当局が公衆衛生行政の実施にあたって，
他の地域の水準に比べて適切な能率と進歩の達成ないし維持する事を怠った場合また地方自治体が道路の
維持を怠。腸創・は大臣は適当と思われるだけ交付金を削減する権限力噺らた鮒与されたからであ
る。これらの権限は包括的交付金にかわって1948年に平衡交付金（Exchequer　Grand）が採用された場
合にも単に存続しただけではなくむしろ増大した（地方自治法6条）。これらの権限は住宅および地方自
治省によって行使された。今やそれは地方自治体のあらゆる機能に適用され，もはや公衆衛生行政と道路
管理行政に限られるわけではない。1948年の地方自治法は，このように各地方自治体の活動に対して中央
政府のこまかい検査（inspection）と念入りの統制（control）の下に，平衡交付金を受けるようにしむけ
たのである15）」以上，W・ロブソンの述べる所によれぽ，その使途が特定されている補助金はもとより，
地方自治体の一般財源として，その使途が地方自治体の自主的判断に委ねられている平衡交付金にして
も，その資金の交付を受けた事による結果は地方自治体の活動に対して，中央政府のこまかい統制に服
せしめる事であると指摘し，さらにこの補助金制度の過度の運用がもたらす意味について次のように述べ
ている。　「ここでとりあげられる中央政府支配の拡大については，地方財政における国庫補助金の役割の
増大についてふれざるを得ない。1938’一　9年には，イギリスの地方自治体は1億9，100万ポンドの補助金
を受けた。1940～1年には地方税は2億3，000万ポソドに増したのに過ぎないのに補助金は殆んど倍増し
た。その増加の一部は，国防その他の緊急行政（現在はない）に関するものであった。戦後の1950－1年
には3億0，400万ポンドを地方税で，そして，ほぼその同額を諸種の補助金として受け取った。だから地
方自治体は地方税という独立財源から得ると，同額の財源を中央政府から受け取ったのである。だから今
日では地方自治体は10億ポンド以上，すなわち国民所得の殆んど12分の1を支出している。そして地方税
収入は，その3分の1以下である。これとほぼ同額を固定資金に仰ぎ，それ以外は手数料・使用料・公企
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業収入でまかなっている。このような補助金の絶対額ならびに地方税収入に対する比率の著るしい増加
は，不可避的に中央支配の増大を招くに相違ない。地方自治体の独立性の喪失は，地方の歳入源の減少の
反映の結果であると同時に，またその要因であるともいえる。なにはともあれ，中央から地方へ金がくれ
ばくるほど，中央政府の地方自治体への発言は，より頻繁にかつ一層強力なものになる事は明らかであ
る16）」とW・ロブソンは補助金の金額の増大は，それだけ強く中央の支配を呼びよせるものであり，これ
と同時に，この補助金制度の過度の運用は地方自治体の中央政府への依存体制を自ら作りあげて行くと，
次のように述べている。「かような事態については，地方当局みずからにも大きな貴任がある。彼らは永
年にわたって自已の権威と自由に及ぼす影響を顧りみないで，地方自治体連合を通して執拗に中央政府に
金を要求してきた。彼らは季節や景気の如何に拘らず，ただ中央政府から金をとる事ぽかりをやたらに考
えていたのである。そして彼らは若干の例外を除いては新らたな地方税源を打診する事もせず，また特定
の行政費を広い区域に割り当てる事によって，貧弱な地方自治体を援助する方法を探す事を怠り，賦課お
よび評価方法を改める事もせず，さらにはまた全国にわたって地方税を必要に応じてプールして，地方自
治体に再び配分するという方法もとろうとしなかったのである。彼らはひたすらに中央政府からの財政的
援助をまっているのである17｝」以上のように，W・ロブソンはイギリスの地方財政制度を評価するに，補
助金行政の過度な運用は，中央政府の地方自治体への一方的支配と地方自治体の中央政府への依存体制を
生み出すものと認識しているのであるが，この事はわが国の補助金制度運用の実態についても，あてはま
る事であると考えられる。先に述べたように，わが国の地方財政制度において，補助金の占める地位は
法制上にあっては，あくまでも例外的なものであるにも拘らず，その現実の運用にあたってはこの例外た
る補助金が地方財政においては実に高い地位（地方自治体の一般歳入の約3分の1）を占めているのであ
る。したがって，地方自治体の大部分の活動は補助金を受けている事になり，その結果地方自治体は，W
・ロブソソのいう所に従えば「中央政府のこまかい検査や念入りな統制」に服している事になる。すなわ
ち，補助金行政の過度の運用は，中央政府による地方自治体への発言の頻繁さと強さを意味するものであ
り，しかもまた補助金の額をこれだけ高くし，地方財政において占める位置をこれだけ重要なものになら
しめたのは，地方税源の貧弱な事に原因があるのではあるが，同時に補助金を得るために，いわゆる陳情
合戦が展開される事においで示されている地方自治体の補助金への依存体制を，この補助金制度の過度の
運用は意味しているのである18）。
　このような現象は国と地方自治体との関係は，補助金制度を通しての支配服従関係をつちかっている事
を意味するものであり，それは近代的意味での中央と地方との協力関係であるとはいえないように思われ
る。その事は補助金を交付された場合，地方自治体が中央各省を通して受ける法制上の監督の具体的適用
の中により具体的に示されている。これについて以下検討する。
　（2）財政的統制の具体的内容
　地方自治体は，その使途について決定されている補助金を受けた場合，その性質上，当然中央各省から
その使用に関して強い監督を受けるわけであるが，その監督制度について規定したものが「補助金等に係
る予算の執行の適正化に関する法律」である。それによると，この法律の目的とするところは「補助金
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等の交付の不正な申請及び補助金等の不正な使用の防止，その他補助金等に係る予算の執行並びに補助金
等の交付の決定の適正化を図ること」　（同法第1条）であるとする。すなわちこの法律の目的とするとこ
ろは，補助金の申請，交付，その使用の監督など，かつて各省が独自の方法で行なっていたものを立法措
置によって統一し，補助金行政の運用の合理化を図ろうとするものである。特にこれらの中で補助金を交
付した場合の中央各省の地方自治体への監督方法を規定したものは，補助金交付への条件附与（同法第7
条），法令違反の使用をなした場合の補助金の決定の取消（同法第17条），それに基づく返還命令（同法第
18条）の権限が中央各省に与えられていると同時に，事情変更による補助金の決定の取消（同法第10条），
状況報告の要求の権限（同法14条），補助金の使用の制限（同法20条），立入検査の権限（同法23条）等の
監督を中央各省ができる事を規定し，さらに同法28条では「この法律の執行に関し必要な事項は政令で定
める」として，この法律上の監督権限は，必要に応じて命令による監督手段に委任されている。補助金は
その性質上その使途が定められた交付金であるため，その使用に関し厳重な監督が地方自治体に及ぼされ
るという事は当然であって，これらの規定の存在理由は十分に認められるものであり，またこの法律自
体，監督手段は「補助目的を越えて，本当に干渉するようなものであってはならない」（同法24条）として
いるのである。しかし，現実においてはこの補助金の交付，使用に関しての監督が，この24条の主旨を守
っているか否かは疑問である。すなわち，この補助金の使用に関しての国の地方自治体に対する監督は，
中央と地方との法律上の相互関使を超えて実質上「政府とその補助機関（agent）との問における命令服
従関係」にすりかえらてしまったのではないかという事である19｝。というのは，同法第28条で「この法律
の施行に関し必要な事項は政令で定める」として法律上の監督権限の具体的執行は，命令による監督手段
に委任されているのであるが，その結果，通達，疑義に対する回答，指示や細目の指定，附款，条件附与，
訓令，内示，調査にもとずく意見などの行政手続的手段によって地方自治体は補助金を受けた場合，中央
各省の支配を受けるのが現実となっている。このようにして地方自治体は補助金を受ける事によって，こ
うした行政手続上の監督を受けているのであるが，この事はいきおい中央各省と地方自治体関係部課との
頻繁な個別的結合を必然ならしてている2°）。こうした手続上の中央支配地方従属の体制は，この「補助金
等に係る予算の執行の適正化に関する法律」の主旨から見れぽ，一応は合法的に組織化されているものと
いえるが，しかし実際にはこうした手続上の中央支配地方従属の体制を通して地方行政における実体的な
内容にまで，中央政府がたち入っている事が問題となるのである。すなわち法律上の監督権による統制を
中央政府が最大限にまで活用し，この与えられた地方自治体に対する財務的統制を行政的な統制にまで広
げるという事である。この事は合法的な財政監督権が中央各省にとって，地方行政への絶好の発言力の拠
点となっている事を意味する21）。この事について具体的に述べるならば，財政的統制は法律上は個々の負
担金や奨励的補助金という交付金の使途に関する監督であるが，それをおし拡げて一般的な地方行政を，
これら補助金と関連させて査問，調査し，関連がある行政や補助金事業について人事等に関して，中央側
の希望を主張したり，条件をつけて他の事務執行を制約したりする場合がある。いわゆるヒモツキ補助事
業では，その事業に関連させつつ他の事業，特に地方の単独事業の運営と中央が発言できる機会をもち，
またその予算編成にまで条件をつけたり介入したりする。そして補助事業をつづける条件として財源を捻
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出させ，機構改革や人員整理や天下り人事まで示唆する場合もある。その他，補助金の改廃を通して地方
の一般会計予算について発言したり合法的に地方議会の制約下から地方の執行機関をはずすために継続費
や数ケ年計画を作らせ，その計画に対する「助言」や「承認」を通して地方行政に対して中央政府が統制
を及ぼす場合もある22｝。このように補助金制度の運用については，その法規に監督方法をきめて，中央各
省を規制して議会主義的わくの中に留めようとしたのであるが，実際にはこのわくをたやすく越えてしま
い地方行政の実体的な内容にまで，この監督手段を通して立ち入っているのである。すなわち国家的官僚
制が補助金制度の運用の中で，新しい形式と新しい外装で法律の手のとどかない所で把え難い形で，継続
できるようにするための巧妙な方法で確立されたものといわなけれぽならない23）。すくなくとも，このよ
うな現在の実態のもとにおいては，　「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」において規定さ
られてし1る「補助目的を越えて不当に干渉するようなものであってはならない」（同法24条）の条文の意
味は，空洞化されているものといわなければならないであろう。
　このようにわが国の補助金制度の運用の実態を検討するに，その意味するものは一つには，補助金の量
が地方財政において，重要な地位を占める事によって地方自治体の中央政府への依存の体制を強め，それ
と同時に，補助金を通しての中央の財政上のの統制にすりかえられ，この制度が国家的官僚統制の絶好の
温床となっているという事である。この事は，わが国の地方財政制度の法構造は根本的には，古典的な形
つまり財政的に一応は地方自治体は国から独立している形式を採用し，地方の行政に要する経費は地方自
治体が負担するという地方財政における，地方自治体の独立性を保障するという民主的な地方分権主義的
な基調をとったのであるが，そうした事は中央集権化や国家的官僚制に対してのブレーキとなり得なかっ
たという事は意味するものである24）。すなわちNew　centralizationの名のもとに現われた負担金や奨励
的補助金は，わが国のように伝統的に国家的官僚主義の強い風土の中ではそれらがイギリスなどのような
環境である程度示された地方自治体の能率的強化をはかるという機能の面よりも，この補助金行政の中に
必然的に伴なう国家的官僚統制に結びつきやすいという内存した弱点や矛盾を，はっきりと現わして機能
したものであって，国家的官僚統制は補助金行政という「近代的地方自治理論にもとずく財政上の中央統
制」を通してNew　centralization’ﾌ名のもとに，これを最大限に利用する事によって合法的に完成して
いるものといわなければならない。
四　補助金行政と「法律による行政」の原理との関係
　以上，行政学的アプローチによって，補助金行政の実態のもつ意味を指摘してきたわけであるが，これ
らの現実は法律上の問題とはなりにくい性質をもつものである。すなわち補助金行政は国と地方自治体と
いう統治機構内部の問題であり，それは行政主体と国民との関係において見られる如く，法律論として裁
判過程の場に登場してこないからである。しかも補助金行政は，地方自治体に対して一定の行為を促進さ
せる事を目的として活動する社会形成的行政であるが故に制度運用の実態において見られた如く，補助金
の交付，監督等についての法適合性が争われる事よりは政治的行政的問題が前面に登場し，それが地方自
治という観点から評緬され，その中で解決されてしまうのである。その意味で補助金行政は政策論もしく
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は制度論になじむ分野であるといえる2％例えばイギリスの場合，補助金行政の問題は，その弊害が論じ
られる時それは財政政策上の問題として処理されて，その弊害をチェックしているように思われる。すな
わちイギリスの補助金制度の改革の歴史を見るに，補助金行政は近代的地方自治理論において，その正当
性を主張しえたとしても，一たびこれが法制度として運用された場合，それは国家的官僚統制に結びつき
その弊害の大なる事を経験的に知り，1958年に従来のヒモつきの個別的補助金を一切廃止統合して，一般
財源付与としての一般補助金制度（General　Exchequer　Contribution）が創設されるに致っている26）。
このように補助金行政は，その法適合性についてその配慮がなされる前に，制度の改革という方法で直接
的に処理されうる性質をもっているように思われる。しかしこの事は決して行政法学的視角からのアプロ
ーチが無意味であるという事を意味するものではない。すなわち問題は次のような形で提起されるように
思われる。前章において補助金行政を量的側面（補助金行政の過度の運用）と機能的側面（財政的統制の
具体的内容）の双方から検討し，そによると補助金行政は他の行政手段と並んで現代行政の重要な一分野
を形成している事，それが現実にも効果的な行政手段として広く用いられるに至っている事が明らかにな
った。また，さらに個々の補助金行政が地方自治体との関係において授益的であると同時に，それと裏腹
に侵害的にも機能する事，さらに単に広範囲に採用されているにとどまらず，それが集積して中央支配＝
地方従属の体制の形成にも，大きな機能を果たしている事が明らかにされたのである。このようにして，
微視的にも，巨視的にも，現代行政における補助金行政の重要性は疑問の余地のないところであるが，か
ような統治構造に大きな影響を与えている行政手段が伝統的な「法律による行政」の観念（国民の自由を
侵害する場合には法律の根拠を要するが，それ以外の領域においては行政は法的に自由に活動しうるとい
う観念）からすれば，立法政策としてはともかく（規制規範として「地方財政法」は負担金および奨励的
補助金の交付範囲を限定し，「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」は補助金の交付，監督
の方法を規定するのではあるが），法論理的には行政の完全に自由な領域に属する，という事がいえるで
あろうか。すなわち現在の「法律による行政」の伝統的な観念からすれぽ，補助金行政が統治構造に与え
る影響が如何に大であり，それが間接的に国民の利害に如何に大きく関係するとしても，理論的には包括
的な抽象的な法律の根拠さえあれば，具体的な法律の根拠を必要としないで補助金行政を行なう事ができ
るのである。しかしこの事は現行憲法における国民主権の原理一議会民主主義の契機をあまりにも軽視
する事になるのではないのか。むしろ現在の統治構造と補助金行政の機能的特質を前提とするならぽ，す
なわち補助金行政が現代の地方財政制度に及ぼすその影響の大なる事を考えるならば，それが何らかの
形で直接に法的に（したがって議院内閣制に由来する政治的保障ではなくして）国会による正当化を必要
とするのではないのか27｝。つまり「法律による行政」の観念は現代国家の行政機能の拡大という現実の前
では，新しい展開を要求されているのではないのかという事である。このように，行政学的アプローチに
よって解明された補助金行政のもつ意味を，行政法学的視角から見ると，近代国家における「法律による
行政」の原理の再検討という形において展開されて行くように思われる。しかし，この問題については別
の機会にゆずりたいと考える。
　1）和田英夫，「行政法と行政学」，法学セミナー，1965年2月号，p．6．
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2）　これら第10条から第10の3および第16条の補助金は，この法律自体が根拠規範となるものではなく，具体的な
　科目は別に法律によって定められるものであり，補助金の交付範囲を限定した規制規範である。
3）　島　恭彦，西川清治編「現代の地方自治」，p．157．
4）長浜政寿，「地方自治」，p．126．
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